













































































































































































































































議員に自由討議の機会を与えるため、少くとも二週間に一回そ 会議を開くことを要する。 」 （第七八条（と定められた。　
本会議の自由討議は、どのようにおこなわれたのか。一九四七年七月に衆議院本会議でおこなわれ 第一回自由討








































































かしながら、各党の意見が持ち寄られた場において 、自由討議についての試案の内容 覆ることは かった。　
自由討議は、五五年国会法改正で、 「実質的に機能していない」ことを理由に、廃止される。五五年国会法改正の




















































































る。この背景として、のちの五五年体制下 自民 政治 くらべ、当時の与党内での意思決定手続きの未成熟性が指摘できるだろう。国会法 正 経緯において、国会は調整の場として 政党 内閣、省庁をジョイントする役割をもっていたと考えられ 。　
もうひとつは、拡大する政策にたいする対応として 常任委員会の重要性である。戦後の国会で審議される法案数
は増加しており、これを処理するためには常任委員会が不可欠であるとす 自由党や改進党 党内の議論において表出 いる。国会議員の間で、ある程度共有されていた意識であると考え れる。　
五四年の二月には、国会法案は五党によりおおむね合意される。しかし、その直後に起きた造船疑獄により国会法



































とくに少数意見を尊重する」 、 「物理的抵抗はおこ わない」とする二項目があげられている。国会正常化試案は、この延長線 ある改革案であった。　
国会正常化試案では、議院運営委員会国会法改正等小委員会における議論も踏まえながら、議案の審議方式や、重




いては、科学技術委員会を常任委員会と ことや、社会労働委員会・内閣委員会の分割について ほか、審議を活発化するため 、委員懇談 小委員会や理事会などの非公開懇談を活用したり、円卓方式による検討したりすることが提言されてい 。　
五五年、さらに五八年におこなわれた国会法改正との共通点としては、いずれも、審議をめぐる紛糾を契機に、国











内閣や省庁による国会運営のガバナンスを強める一方で、 「実質的に機能していない」ことを理由に、自由討議や両院法規委員会を廃止した。現状を肯定したうえで 立案過程に重きをおいた、 「審議の効率性」へ向けた改正であった。これにたいし、 「国会正常化試案」の根底にあるの 「国会の審議の充実化」という方向性である。重要法案にたいする十分な審議として、 「充分に与論を聞き審議を盡す」ことや、強行採決や物理的な抵抗をお なわないとする運用ルールの見直しが掲げられて る。また、 「国会中心の立法へ移行するために審議の充実を図る として政府中心の立法を見直すことが提示されている その一方で、現状追認的な要素もみえる。試案には、 「政党的運営が既に慣習法として確立されている」ことを指摘し、これ 尊重 運営をおこなうことが示されている。　
自民党の長期政権の継続により、実質的な調整の場が自民党内部の部会や政調・総務会など国会の外に移行する状







































れた国会改革論が起きた。政治改革が「政治とカネ」をめぐる状況の批判から選挙制度という 員の選出方法に議論が収斂されていく過程において、選出され 議員が構成する国会 ついての改革論議も浮上する。　
国会が形骸化しているという批判は、自民党の長期政権化にともない、大きくなっていた。とくに参議院は、その
















ぶりは、国民の政治不信のおおきな要因のひとつとなっている」と説明されており、政治不信を払拭するために、国会審議を刷新する必要を、与党である自民党も強く認識していたことがあらわれている。 「審議の充実とわかりやすい国 運営」のなかでは、 「 「国対政治」の弊害をあらため、国会法の原則に立ちかえ 委員会 独自性・自主性が発揮される国会運営をつらぬく」とし、 「与野党話し合 による国会運営は、政党政治には欠かせないも であるが、行き過ぎた事前調整は審議を形式化させ 言論の府として 機能を自らそこね こ になる」と、現状に警鐘をならしている。その反面、 「能率的な国会運営の実現」を掲げ、具体的な改革手段として 予算委員会の全大臣出席の見直しや、採決の際 押しボタン式の投票制度の導入など あ ており、与党にと の合理性、すなわち審議の効率性を進める意図がうかがえ 。　
この政治改革大綱を土台とした一九八九年一二月の自民党政治改革推進重点項目には、 「国会を活性化させるため、
議員同士の討議を実現す 」と う文言が加わる。国会審議活性化法 成立　
一九九〇年六月には、各党が国会改革についての意見をとりまとめ 衆議院議会制度協議会に提出 いる。特徴















う。官僚答弁の象徴的存在であった政府委員を廃止したことは、閣法審議の際に大臣による趣旨説明や答弁を重視する方針のあらわ であった。その反面、審議形態については現状を大きく変えることはなかった。国会の審議は、依然として質疑に立脚し、さらに法案が国会に提出される前の段階 おける与党事前審査も継続 ていた。小括　
自由討議と常任委員会制は、一九五〇年代にはすでに変容していた。そのめざす方向 は、時代によって異なり、
五五年国会法改正に代表される五〇年代 制度改正は、政党政治が活発 なる過程 て、意思決定過程における政府・与党にとっての効率性を重視したもの これにたいし一九六〇年代半ばの国 正常化にともなう改革論は、審議の充実性が唱えられた。政治不信に対峙することが求められた九〇年代の議論では、国会における議活性化とともに、官僚主導の国会運営 変革 、行政を監視する国会像が議論された。　
各年代において、国会のあり方が問われる一方で すでに与党内 実質的調整の場が移行 ていた状況下にあって、











おける意思決定をめぐる位置を本質的に変えることはないだろう。一九四七年の国会法制定以降、その制度・運用の改革をめぐる論議は、審議の効率化と充実化の間を振り子のように揺れ きた。そ 変動は、その時々における政治課題の反映でもあった。政策決定の役割が重視されると内閣・与党の多数支配にもとづく効率化が求められ、国会における実質的調整機能が弱まると 員どうしの議論の活性化が重視された。基礎的な審議の場である委員会の構成について、常任委員会に加え特別委員会を柔軟に活用することはすでにみら る変化であるが、合意形成の段階に応じて自由討議を審議過程で取り入れること、国会が合意形成にいた ま 多く審議機構や審議手法 選択肢をもつことは、討論性や公開性 重視のみならず、意思 過程と ても重要である 考える。　
松下の「国会論」は、つねに時代を反映し、さらにその先駆的役割をもっていたように考える。松下が述べるよう






































































































































か、質問制度に関する研究 は、鴨谷潤・藤田昌三「質問主意書の制度 現状」 『立法と調査』第一四六号、一九八八年六月。前田英昭「議会における質問権─イギリスを中心として」 『レファレンス』第一二六号、一九六一年七月。
（
（（
　「西沢哲四郎関係文書」国立国会図書館憲政資料室所蔵。
（
（0（　
一九五五年国会法改正における常任委員 制度をめぐる政治過程については、拙稿「常任委員会の定着化─一九五五年国会法改正
過程にみる国会と政党の動向」奥健太郎・河野康子編著『自民党政治の源流─事前審査制の史的検証』吉田書店、二〇 五年によるものである。
（
（（
　
川人貞史『日本の国会制度と政党政治』東京大学出版会、二〇〇五年。
（
（（
　『朝日新聞』一九五三年二月四日。
（
（（
　
当時の報道は、 「各省別に設けられた常任委員会は、その専門的知識をもって各省官僚の宿躰を衝くと うよりも、遂に各省庁の
代弁的役割や出先機関的色彩を濃厚にし、さら は各省関係の利権とひそかに結びつくような事態を醸すに至ったのである。 」と批判
法学志林
　
第一一四巻
　
第三号

一一四
している（ 『朝日新聞』一九五三年一二月一三日（
。
（
（（
　
吉田は、一九五四年の外遊に先立ち佐藤達夫内閣法制局長官に、各国の常任委員会制度の調査を命じている。常任委員会制度廃止
を視野に入れていたものだと考えられる（ 「佐藤達夫関係文書」一二二六、国立国会図書館憲政資料室所蔵（
。
（
（（
　
五党による会議は、 「議会政治の正常化と国会運営能率化」が目的とされ、一九五三年一二月二六日に開かれた（ 『朝日新聞』一九
五三年一二月二七日（
。それ以降、五四年の初頭にかけて、回によっては国会対策委員長も含め、会談を繰り返している。こうした五
党による院外の協議と議院運営委員会の動向とは相関性がみられる。多元的な調整の場を築き、法案形成への合意を進めていたことがうかがえる。
（
（（
　
自民党の事前審査制の形成については、前掲書、 『自民党政治の源流─事前審査制の史的検証』を参照。
（
（（
　
国会正常化試案の制定過程については、拙稿「国会法の変遷 委員会制度の展開（四（
」 『法学志林』第一〇四巻第四号、二〇〇七
年三月、参照。
（
（（
　『朝日新聞』一九六五年一二月二〇日。
（
（（
　
国会正常化試案の内容については、 『議 制度百年史
　
議会制度編』衆議院・参議院編、一九九〇年、二五六─二六〇頁。
（
（0（　
もっとも、ロッキード事件以後、昭和六〇年に政治倫理審査会制度が設置されるまでの間は「いわゆるロッキード事件への対応と
しての政治倫理問題およびこれに関連する議院証言法改正問題の処理に明け暮 という観を呈した」という（ 『議会制度百年史
 議
会制度編』衆議院・参議院編、一九九〇年、二 一頁。
（
（（
　『自由民主党五十年史
　
資料編』自由民主党、二〇〇六年。
（
（（
　
一九九七年の第一四〇回国会、第一四一回国会には野党による 員立法が提出されるが未了に終わり、一九九八年、第一四四回国
会にも民主党から提出されるが、撤回される。
（
（（
　
松下圭一「補論
 市民法学の提起と国会内閣制」 『松下圭一法学論集
 国会内閣制の基礎理論』岩波書店、二〇〇九年、二〇七頁。
